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(57)【要約】
【課題】有機発光素子などの発光層の材料として用いたときに、発光効率を高めることが
でき、しかも光安定性に優れる新規の化合物を提供する。
【解決手段】１つ以上のベンゼン環を含み、下記１）及び／又は２）を満足するπ電子共
役単位（Ａ）のベンゼン環に２つ以上のカルバゾール基が結合しており、該カルバゾール
基の全てが、３位及び６位にＣＦ3基を有していることを特徴とする化合物。
　１）ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基（Ｅ）が前記π電子共役単位（Ａ）
に結合している。
　２）前記π電子共役単位（Ａ）が前記ベンゼン環に加えて更に芳香族炭化水素環又は芳
香族性複素環を有し、－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－が前記ベンゼン環と前記芳香
族炭化水素環又は芳香族性複素環とを連結している。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１つ以上のベンゼン環を含み、下記１）及び／又は２）を満足するπ電子共役単位（Ａ
）のベンゼン環に２つ以上のカルバゾール基が結合しており、
　該カルバゾール基の全てが、３位及び６位にＣＦ3基を有していることを特徴とする化
合物。
　１）ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基（Ｅ）が前記π電子共役単位（Ａ）
に結合している。
　２）前記π電子共役単位（Ａ）が前記ベンゼン環に加えて更に芳香族炭化水素環又は芳
香族性複素環を有し、－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－が前記ベンゼン環と前記芳香
族炭化水素環又は芳香族性複素環とを連結している。
【請求項２】
　請求項１に記載の化合物の２つ以上が、一方の化合物のカルバゾール基と他方の化合物
のカルバゾール基との間で直接結合された連結構造を有する化合物。
【請求項３】
　前記π電子共役単位（Ａ）が、下記式（Ａ１）～（Ａ１４）のいずれかである請求項１
または２に記載の化合物。
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【化１】

［式中、環Ａはベンゼン環を示し、環Ｂはベンゼン環又は６員の芳香族性複素環を示し、
環Ｃは５員の芳香族性複素環を示す。
　Ｄはホウ素原子、窒素原子又はＰ（＝Ｏ）を示す。
　Ｒ4は単結合、－ＣＨ2－、または－Ｏ－を示す。
　環Ａ又は環Ｂで表される１つ又は２つ以上のベンゼン環に、３位及び６位にＣＦ3基を
有するカルバゾール基が結合しており、環Ａ、環Ｂ、及び環Ｃの少なくとも１つに前記置
換基（Ｅ）が結合している。
　環Ａ、環Ｂ、及び環Ｃには脂肪族炭化水素基が結合していてもよい。］
【請求項４】
　前記ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基（Ｅ）は、－ＣＮまたは－ＣＦ3で
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【請求項５】
　請求項１～４のいずれかに記載の化合物を含む発光層を基板上に有することを特徴とす
る有機発光素子。
【請求項６】
　有機エレクトロルミネッセンス素子である請求項５に記載の有機発光素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、π電子共役単位とカルバゾール基を有する化合物に関する。詳細には、例え
ば、有機発光素子などの発光層を構成する材料として好適に用いることができる新規な化
合物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス素子（有機ＥＬ素子）などの有機発光素子の発光効率を
高める研究が盛んに行われている。例えば、有機ＥＬ素子を構成する電子輸送材料、正孔
輸送材料、発光材料などを新たに開発して組み合わせることによって、発光効率を高める
工夫が種々なされてきている。その中には、パーフルオロアルキル基で置換されたカルバ
ゾール基を有する化合物を用いた有機ＥＬ素子に関する研究も見受けられる。例えば、非
特許文献１には、３，５，３’，５’－テトラメチル－４，４’－ビス{（２，７－ジト
リフルオロメチル）カルバゾール－９－イル}ビフェニルが、有機ＥＬ素子のマトリック
ス材料として用いられることが記載されている。また、特許文献１には、下記一般式（３
）で表されるシアノベンゼン誘導体が、有機発光素子の発光材料として用いられることが
記載されている。下記一般式（３）において、Ｒ81～Ｒ85の１つはシアノ基であり、Ｒ81

～Ｒ85の２つは特定の置換基で置換されていてもよい９－カルバゾール基であり、その他
の２つは水素原子を表すことが記載されている。また、同文献には、９－カルバゾール基
に置換しうる置換基群の中にハロゲン原子とアルキル基、置換基群に列挙された基の組み
合わせからなる置換基が挙げられている。
【０００３】

【化１】

【０００４】
　また、特許文献２には、蛍光発光性ドーパントとして下記式で表される化合物Ｆ－９が
記載されている。
【０００５】
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【化２】

【０００６】
　同文献には、下記一般式（Ｉ）で表されるホスト化合物を有機エレクトロルミネッセン
ス素子の発光層に用いることが記載されている。下記一般式（Ｉ）において、Ｘ101は、
ＮＲ101、酸素原子、硫黄原子、ＣＲ102Ｒ103又はＳｉＲ102Ｒ103を表し、ｙ1～ｙ8はＣ
Ｒ104又は窒素原子を表し、Ｒ101～Ｒ104は水素原子又は置換基を表し、Ａｒ101及びＡｒ

102は芳香環を表すことが記載されている。また、同文献には、Ｒ101～Ｒ104が表す置換
基群の中に、芳香族炭化水素環基、フルオロメチル基、シアノ基が挙げられており、置換
基はさらに置換基群の中の置換基で置換されていてもよいことが記載されている。
【０００７】

【化３】

【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】Ｃｈｅｍ．Ｍａｔｅｒ．２０１５，２７，Ｐ．１７７２－１７７９
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特許第５３６６１０６号公報
【特許文献２】国際公開第２０１５／０２２９８７号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　上記のように、各文献にはパーフルオロアルキル基で置換されたカルバゾール基を有す
る化合物、またはそのような構造を有する化合物を包含する一般式が記載されている。し
かし、本発明者らが、各文献に記載された化合物の発光効率を評価したところ、いずれも
充分満足のいくものとは言えないことが判明した。
【００１１】
　即ち、非特許文献１に記載の３，５，３’，５’－テトラメチル－４，４’－ビス{（
２，７－ジトリフルオロメチル）カルバゾール－９－イル}ビフェニルは、有機エレクト
ロルミネッセンス素子のマトリックス材料としての使用が想定されており、発光材料に用
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れていない。また、この化合物は分子内にアクセプター性基を有していないため、ＨＯＭ
ＯとＬＵＭＯを効果的に分離することができず、ＨＯＭＯとＬＵＭＯの分離によってもた
らされる高い発光効率は期待できないと考えられる。
【００１２】
　また、特許文献１には、上記一般式（３）で表される化合物（カルバゾール－９－イル
基を有するシアノベンゼン誘導体）が記載されている。しかし同文献には、カルバゾール
－９－イル基の置換基としてパーフルオロアルキル基が好ましいことは記載されておらず
、そのような構造を有する化合物の具体例も記載されていない。
【００１３】
　また、特許文献２について、化合物Ｆ－９を発光層に含む有機エレクトロルミネッセン
ス素子を実際に作製して発光効率を評価したところ、充分な発光効率が得られないことが
判明した。更に、特許文献２の上記一般式（Ｉ）で表される化合物はホスト化合物として
使用されるものであり、同文献には、その発光効率については何ら検討がなされていない
。
【００１４】
　上記有機発光素子には、発光効率の向上の他に、使用時に発光強度の経時減衰が少なく
、耐久性が高いことが求められる。さらに、上記有機発光素子を屋外で使用する場合、日
光等の外光に対する光安定性に優れていることも求められる。
【００１５】
　本発明は、このような事情に鑑みて成されたものであり、その目的は、例えば、有機発
光素子などの発光層の材料として用いたときに、発光効率を高めることができ、しかも光
安定性に優れる新規の化合物を提供することにある。なお、本明細書において、光安定性
に優れる化合物とは、光によって励起した際に生じる励起状態分子の安定性が高い化合物
を意味する。発光材料の励起状態が安定である場合、それを用いて作製した素子の光安定
性が増すとともに、素子駆動時の耐久性も向上することが期待される。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記課題を達成した本発明は、以下の通りである。
　［１］　１つ以上のベンゼン環を含み、下記１）及び／又は２）を満足するπ電子共役
単位（Ａ）のベンゼン環に２つ以上のカルバゾール基が結合しており、該カルバゾール基
の全てが、３位及び６位にＣＦ3基を有していることを特徴とする化合物。
　１）ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基（Ｅ）が前記π電子共役単位（Ａ）
に結合している。
　２）前記π電子共役単位（Ａ）が前記ベンゼン環に加えて更に芳香族炭化水素環又は芳
香族性複素環を有し、－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－が前記ベンゼン環と前記芳香
族炭化水素環又は芳香族性複素環とを連結している。
　［２］　［１］に記載の化合物の２つ以上が、一方の化合物のカルバゾール基と他方の
化合物のカルバゾール基との間で直接結合された連結構造を有する化合物。
　［３］　前記π電子共役単位（Ａ）が、下記式（Ａ１）～（Ａ１４）のいずれかである
［１］または［２］に記載の化合物。下記式中、環Ａはベンゼン環を示し、環Ｂはベンゼ
ン環又は６員の芳香族性複素環を示し、環Ｃは５員の芳香族性複素環を示す。Ｄはホウ素
原子、窒素原子又はＰ（＝Ｏ）を示す。Ｒ4は単結合、－ＣＨ2－、または－Ｏ－を示す。
環Ａ又は環Ｂで表される１つ又は２つ以上のベンゼン環に、３位及び６位にＣＦ3基を有
するカルバゾール基（以下、３，６－ＣＦ3－カルバゾール基という）が結合しており、
環Ａ、環Ｂ、及び環Ｃの少なくとも１つに前記置換基（Ｅ）が結合している。環Ａ、環Ｂ
、及び環Ｃには脂肪族炭化水素基が結合していてもよい。
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【化４】

　［４］　前記ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基（Ｅ）は、－ＣＮまたは－
ＣＦ3である［１］～［３］のいずれかに記載の化合物。
　［５］　［１］～［４］のいずれかに記載の化合物を含む発光層を基板上に有すること
を特徴とする有機発光素子。
　［６］　有機エレクトロルミネッセンス素子である［５］に記載の有機発光素子。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の化合物は、１つ以上のベンゼン環を含み、特定の条件を満足するπ電子共役単
位（Ａ）のベンゼン環に２つ以上のカルバゾール基が結合し、該カルバゾール基の全てが
、３位及び６位にＣＦ3基を有する新規の化合物である。本発明の化合物は、例えば、有
機発光素子などの発光層を構成する材料として用いることによって、発光効率が高く、光
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安定性に優れた有機発光素子を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、有機エレクトロルミネッセンス素子の層構成例を示す概略断面図である
。
【図２】図２は、化合物１のＤＭＳＯ－ｄ６溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルである。
【図３】図３は、化合物２の重アセトン溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルである。
【図４】図４は、化合物３の重アセトン溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルである。
【図５】図５は、化合物４のアセトン－ｄ６溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルである。
【図６】図６は、化合物５のアセトン－ｄ６溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルである。
【図７】図７は、化合物６のＤＭＳＯ－ｄ６溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルである。
【図８】図８は、化合物の濃度とＰＬＱＹとの関係を示すグラフである。
【図９】図９は、化合物の濃度とＰＬＱＹとの関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明について詳細に説明する。以下に記載する構成要件の説明は、本発明の代
表的な実施態様や具体例に基づいてなされることがあるが、本発明はそのような実施態様
や具体例に限定されるものではない。なお、本明細書において「～」を用いて表される数
値範囲は、「～」の前後に記載される数値を下限値および上限値として含む範囲を意味す
る。
【００２０】
　本発明の化合物は、１つ以上のベンゼン環を含み、下記１）及び／又は２）を満足する
π電子共役単位（Ａ）のベンゼン環に２つ以上のカルバゾール基が結合しており、該カル
バゾール基の全てが、３位及び６位にＣＦ3基を有していることを特徴とする。
　１）ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基（Ｅ）（以下、単に電子吸引性基（
Ｅ）という場合がある）が前記π電子共役単位（Ａ）に結合している。
　２）前記π電子共役単位（Ａ）が前記ベンゼン環に加えて更に芳香族炭化水素環又は芳
香族性複素環を有し、－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－が前記ベンゼン環と前記芳香
族炭化水素環又は芳香族性複素環とを連結している。
【００２１】
　即ち、本発明の化合物は、π電子共役単位（Ａ）を中心骨格として有しており、該π電
子共役単位（Ａ）は、１つ以上のベンゼン環を含んでいる。そして、該π電子共役単位（
Ａ）に含まれるベンゼン環に２つ以上のカルバゾール基が結合している。このとき、カル
バゾール基は、後述するように、π電子共役単位（Ａ）に含まれる同一のベンゼン環に結
合していてもよいし、異なるベンゼン環に結合していてもよく、全てのカルバゾール基が
同一のベンゼン環に結合していることが好ましい。
【００２２】
　上記π電子共役単位（Ａ）は、上記１）及び／又は２）の要件を満足する必要があり、
少なくとも上記１）の要件を満足することが好ましい。以下、１）および２）の要件につ
いて説明する。
【００２３】
　１）の要件
　上記π電子共役単位（Ａ）に、ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基（Ｅ）が
結合することによって、本発明の化合物を、例えば、有機発光素子などの発光層を構成す
る材料として用いたときに、発光効率を高めると共に、光安定性を向上できる。
【００２４】
　上記ハメットの置換基定数σparaは、Ｌ．Ｐ．ハメットによって提唱されたものであり
、パラ置換安息香酸の酸解離平衡に及ぼす置換基の影響を定量化したものである。具体的
には、パラ置換安息香酸における置換基と酸解離平衡定数の間に成立する下記式における
置換基に特有な定数（σpara）である。
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【００２５】
　上式において、ＫＨは置換基を持たない安息香酸の酸解離平衡定数、ＫＸはパラ位が置
換基で置換された安息香酸の酸解離平衡定数を表す。ハメットの置換基定数σparaに関す
る説明と各置換基の数値については、Ｈａｎｓｃｈ，Ｃ．ｅｔ．ａｌ．，Ｃｈｅｍ．Ｒｅ
ｖ．，ｖｏｌ．９１，Ｐ．１６５－１９５（１９９１）を参照できる。
【００２６】
　上記ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基（Ｅ）は、その置換基がアクセプタ
ー性基（電子吸引性基）であることを意味する。一方、上記ハメットの置換基定数σpara

が負となる置換基は、その置換基がドナー性基（電子供与性基）であることを意味する。
【００２７】
　本発明の化合物に含まれる上記電子吸引性基（Ｅ）のハメットの置換基定数σparaは、
その値が正であれば特に限定されないが、０．０５以上が好ましく、より好ましくは０．
１以上、更に好ましくは０．３以上である。上記ハメットの置換基定数σparaの上限は、
通常、３以下であり、より好ましくは２以下、更に好ましくは１以下である。
【００２８】
　上記ハメットの置換基定数σparaが正となる置換基としては、例えば、フッ素原子、ア
シル基、アシルオキシ基、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、シア
ノ基、ホスフィンオキシド基、スルホニル基、パーフルオロアルキル基（特にトリフルオ
ロメチル基）、ホスフィンオキシド基、アミド基、アルコキシ基、ピリジル基、ピリミジ
ル基、トリアジル基等を挙げることができ、フッ素原子、シアノ基、トリフルオロメチル
基が特に好ましい。
【００２９】
　なお、発光性、耐久性、電気化学的安定性の点から、電子吸引性基（Ｅ）として、塩素
原子、臭素原子、ヨウ素原子、ニトロ基以外の基を選択することが好ましいが、塩素原子
、臭素原子、ヨウ素原子、ニトロ基を有していても発光性、耐久性、電気化学的安定性に
対して実用性を損なうほどの悪影響が及ばない場合はこれらの基を選択してもよい。
【００３０】
　２）の要件
　上記π電子共役単位（Ａ）が、ベンゼン環に加えて更に芳香族炭化水素環又は芳香族性
複素環を有する。そして、上記ベンゼン環と上記芳香族炭化水素環又は芳香族性複素環は
、－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－によって連結されている。－ＣＯ－、－ＳＯ2－
、および－ＣＦ2－は、電子吸引性を示し、上記ベンゼン環と上記芳香族炭化水素環又は
芳香族性複素環を、－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－によって連結し、分子内の共役
を広げることによって、本発明の化合物を、例えば、有機発光素子などの発光層の材料と
して用いたときに、発光効率が高くなると共に、光安定性が向上する。
【００３１】
　（芳香族炭化水素環）
　上記芳香族炭化水素環は、単環であってもよく、縮合環であってもよく、例えば、ベン
ゼン環、ナフタレン環、アントラセン環、フェナントレン環、フルオレン環等が挙げられ
、ベンゼン環が好ましい。
【００３２】
　（芳香族性複素環）
　上記芳香族性複素環は、単環であってもよく、縮合環であってもよく、例えば、下記式
で表される含窒素芳香族性複素環、含硫黄芳香族性複素環、含酸素芳香族性複素環等が挙
げられ、これらは２つ以上のヘテロ原子を環構成原子として有していてもよく、該２つ以
上のヘテロ原子は同一であってもよく異なっていてもよい。
【００３３】
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【００３４】
【化６】

【００３５】
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【化７】

【００３６】
【化８】

【００３７】
　中でも、ベンゼン環を一つ含む縮合型複素環であるか、ヘテロ原子を１個以上含む５員
または６員の単環型芳香族性複素環が好ましく、より好ましくはチオフェン環、チアゾー
ル環、ピリジン環、ピロール環、イミダゾール環、フラン環、オキサゾール環等である。
【００３８】
　本発明の化合物は、１つ以上のベンゼン環を含み、上記１）及び／又は２）を満足する
π電子共役単位（Ａ）のベンゼン環に２つ以上のカルバゾール基が結合しており、該カル
バゾール基の全ては、３位及び６位にＣＦ3基を有している（３，６－ＣＦ3－カルバゾー
ル基）。上記カルバゾール基の全てが、３位及び６位にＣＦ3基を有していることによっ
て、本発明の化合物を、例えば、有機発光素子の発光層の材料として用いたときに、発光
効率が高くなると共に、光安定性が向上する。
【００３９】
　上記３，６－ＣＦ3－カルバゾール基は、上記π電子共役単位（Ａ）に２つ以上含有す
る必要があり、好ましくは３つ以上、より好ましくは４つ以上である。
【００４０】
　上記１）の要件を満足する場合、π電子共役単位（Ａ）は、電子吸引性基（Ｅ）を１つ
以上含有する必要があり、好ましくは２つ以上、より好ましくは３つ以上である。
【００４１】
　上記１）の要件を満足する場合、上記π電子共役単位（Ａ）において、３，６－ＣＦ3

－カルバゾール基及び電子吸引性基（Ｅ）が結合していない置換位置は、水素原子のまま
でもよく、炭化水素基が結合していてもよく、好ましくは水素原子のままである。上記π
電子共役単位（Ａ）の置換位置（水素原子結合可能位置）は、全て、３，６－ＣＦ3－カ
ルバゾール基及び電子吸引性基（Ｅ）が結合していることが好ましい。但し、３，６－Ｃ
Ｆ3－カルバゾール基及び電子吸引性基（Ｅ）の置換位置や結合数を変えることによって
、発光波長を調整できる。そのため、目的波長の発光を得るために、置換位置や結合数を
任意に変えてもよい。
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　π電子共役単位（Ａ）が２つ以上のベンゼン環を有している場合、上記２つ以上の３，
６－ＣＦ3－カルバゾール基は、異なるベンゼン環に結合していてもよいが、同一の（１
つの）ベンゼン環に結合していることが好ましい。
【００４３】
　上記２つ以上の３，６－ＣＦ3－カルバゾール基が同じベンゼン環に結合している場合
、２つ以上の３，６－ＣＦ3－カルバゾール基の２つ以上（例えば２～４、好ましくは３
～４）はベンゼン環の隣接する炭素原子に結合していることが好ましい。隣接する炭素原
子に結合することによって、化合物内のアクセプター部・ドナー部間に立体的なねじれが
生じ、軌道の重なり程度がより適度に制御でき、発光効率をより改善できる。
【００４４】
　３，６－ＣＦ3－カルバゾール基が同じベンゼン環に２つ結合している場合の結合位置
は、１，２－位、１，３－位または１，４－位のいずれでもよく、なかでも１，２－位ま
たは１，４－位が好ましい。また、３，６－ＣＦ3－カルバゾール基が同じベンゼン環に
３つ結合している場合の結合位置は、１，２，３－位、１，２，４－位、１，２，５－位
または１，３，５－位のいずれでもよく、なかでも１，２，３－位、１，２，４－位また
は１，２，５－位が好ましい。また、３，６－ＣＦ3－カルバゾール基が同じベンゼン環
に４つ結合している場合の結合位置は、１，２，３，４－位、１，２，３，５－位または
１，２，４，５－位のいずれでもよく、なかでも１，２，３，５－位または１，２，４，
５－位が好ましい。いずれの場合も３，６－ＣＦ3－カルバゾール基が置換していない位
置には、電子吸引性基（Ｅ）が結合していることが好ましい。
【００４５】
　本発明の化合物は、上記π電子共役単位（Ａ）が、ベンゼン環を含む単環型芳香環が直
接結合によって或いは６員の芳香族性複素環、５員の芳香族性複素環、窒素原子、又は＞
Ｐ（＝Ｏ）－結合を介して連結した構造を有する単位であってもよいし、２つ以上のベン
ゼン環が－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－で連結している構造を有する単位であって
もよい。２つ以上のベンゼン環が－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－で連結している構
造を有する単位である場合は、該ベンゼン環は単環としてのベンゼン環であってもよいし
、縮環構造の一部であってもよい。本発明の化合物は、上記π電子共役単位（Ａ）が、ベ
ンゼン環を含む単環型芳香環が直接結合によって或いは６員の芳香族性複素環、５員の芳
香族性複素環、窒素原子、又は＞Ｐ（＝Ｏ）－結合を介して連結した構造を有する単位で
あることが好ましい。
【００４６】
　本発明には、２つ以上の前記化合物が、一方の化合物の３，６－ＣＦ3－カルバゾール
基と他方の化合物の３，６－ＣＦ3－カルバゾール基との間で直接結合された連結構造を
有するものも含まれるが、連結構造を有さないものが好ましい。
【００４７】
　本発明の化合物についてより具体的に説明すると、本発明の化合物は、例えば、下記式
（Ｉ）又は（ＩＩ）で示すことができ、式（Ｉ）で示す化合物であることが好ましい。下
記式中、（Ａ）は１つ以上のベンゼン環を含み、上記１）及び／又は２）を満足するπ電
子共役単位を示す。ｎは２～６の整数である。
【００４８】
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【００４９】
　上記π電子共役単位（Ａ）は、ベンゼン環を含む単環型芳香環が直接結合によって或い
は６員の芳香族性複素環、５員の芳香族性複素環、窒素原子又は＞Ｐ（＝Ｏ）－結合を介
して連結した構造を有する単位が挙げられ、例えば、下記式（Ａ１）～（Ａ１４）に示す
単位が挙げられる。
【００５０】
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【化１０】

【００５１】
　［式中、環Ａはベンゼン環を示し、環Ｂはベンゼン環又は６員の芳香族性複素環を示し
、環Ｃは５員の芳香族性複素環を示す。
　Ｄはホウ素原子、窒素原子又はＰ（＝Ｏ）を示す。
　Ｒ4は単結合、－ＣＨ2－、または－Ｏ－を示す。
　環Ａ又は環Ｂで表される１つ又は２つ以上のベンゼン環に、３位及び６位にＣＦ3基を
有するカルバゾール基（３，６－ＣＦ3－カルバゾール基）が結合しており、環Ａ、環Ｂ
、及び環Ｃの少なくとも１つに前記電子吸引性基（Ｅ）が結合している。
　環Ａ、環Ｂ、及び環Ｃには炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基が結合していてもよい。
］
【００５２】
　上記６員の芳香族性複素環としては、例えば、下記式で表される含窒素芳香族性複素環



(15) JP 2019-85401 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

等が挙げられる。
【００５３】
【化１１】

【００５４】
　上記５員の芳香族性複素環としては、例えば、下記式で表される含窒素芳香族性複素環
、含硫黄芳香族性複素環、含酸素芳香族性複素環等が挙げられる。
【００５５】
【化１２】

【００５６】
　上記環Ａ又は環Ｂで表される１つ又は２つ以上のベンゼン環には、３位及び６位にＣＦ

3基を有するカルバゾール基（３，６－ＣＦ3－カルバゾール基）が結合しており、好まし
くは、上記環Ａで表される１つのベンゼン環に３，６－ＣＦ3－カルバゾール基が結合し
ていることがよい。
【００５７】
　上記環Ａ、環Ｂ、及び環Ｃの少なくとも１つに前記電子吸引性基（Ｅ）が結合しており
、好ましくは、少なくとも上記環Ａに前記電子吸引性基（Ｅ）が結合していることがよい
。
【００５８】
　上記脂肪族炭化水素基はアルキル基が好ましく、該脂肪族炭化水素基の炭素数は、１～
８が好ましく、より好ましくは２～６である。
【００５９】
　上記アルキル基は、直鎖状、分枝状、環状のいずれであってもよく、例えば、メチル基
、エチル基、プロピル基、ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、イソプロ
ピル基、オクチル基、ノニル基、デシル基などを挙げることができる。
【００６０】
　上記π電子共役単位（Ａ）は、上記式（Ａ１）で表される単位が好ましい。
【００６１】
　上記π電子共役単位（Ａ）が、上記式（Ａ１）で表される単位であるとき、下記式（Ａ
１－１）～（Ａ１－１３）の化合物が例示できる。なお、下記式中、Ｅａは、水素原子、
脂肪族炭化水素基、又は前記電子吸引性基（Ｅ）のいずれかを示し、少なくとも１つは該
電子吸引性基（Ｅ）である。全てのＥａが電子吸引性基（Ｅ）であることが好ましく、該
電子吸引性基（Ｅ）としてはフッ素原子、ニトリル基、トリフルオロメチル基が好ましい
。
【００６２】
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【００６４】
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【化１５】

【００６５】
　上記式（Ａ１－１）～（Ａ１－１３）で表される化合物のなかでも、化合物の２つが、
一方の化合物の３，６－ＣＦ3－カルバゾール基と他方の化合物のカルバゾール基との間
で直接結合していない上記式（Ａ１－１）～（Ａ１－１０）で表される化合物がより好ま
しい。更に好ましくは、ベンゼン環に４つの３，６－ＣＦ3－カルバゾール基が結合して
いる式（Ａ１－７）～（Ａ１－９）で表される化合物であり、特に好ましくは上記式（Ａ
１－８）または（Ａ１－９）で表される化合物である。
【００６６】
　上記π電子共役単位（Ａ）が、上記式（Ａ２）～（Ａ１４）で表される単位であるとき
、下記式の化合物が例示できる。なお、下記式中、Ｅａは、水素原子、脂肪族炭化水素基
、又は前記電子吸引性基（Ｅ）のいずれかを示し、少なくとも１つは該電子吸引性基（Ｅ
）である。全てのＥａが電子吸引性基（Ｅ）であることが好ましく、該電子吸引性基（Ｅ
）としてはフッ素原子、ニトリル基、トリフルオロメチル基が好ましい。
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【化１６】

【００６８】
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【００７０】



(22) JP 2019-85401 A 2019.6.6

10

20

30

40

【化１９】

【００７１】
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【００７２】
　上記π電子共役単位（Ａ）は、２つ以上のベンゼン環が－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－
ＣＦ2－で連結している構造を有する単位であってもよい。
【００７３】
　２つ以上のベンゼン環が－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－で連結している構造を有
する単位である場合は、該ベンゼン環は単環としてのベンゼン環であってもよいし、縮環
構造の一部であってもよい。
【００７４】
　［ベンゼン環が単環の場合］
　上記ベンゼン環が単環としてのベンゼン環である場合の単位としては、例えば、下記式
（Ｂ１）～（Ｂ１０）に示す単位が挙げられる。
【００７５】



(24) JP 2019-85401 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

【化２１】

【００７６】
　［式中、環Ａはベンゼン環を示し、環Ｂはベンゼン環又は６員の芳香族性複素環を示す
。
　Ｒ1は－ＣＯ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－を示し、Ｒ2は、単結合、－ＣＨ2－、－Ｃ
Ｏ－、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－を示す。
　環Ａ又は環Ｂで表される１つ又は２つ以上のベンゼン環に、３位及び６位にＣＦ3基を
有するカルバゾール基（３，６－ＣＦ3－カルバゾール基）が結合しており、環Ａ又は環
Ｂの少なくとも１つに前記電子吸引性基（Ｅ）が結合している。
　環Ａ及び環Ｂには炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基が結合していてもよい。］
【００７７】
　上記６員の芳香族性複素環としては、例えば、下記式で表される含窒素芳香族性複素環
等が挙げられる。
【００７８】

【化２２】
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　上記脂肪族炭化水素基はアルキル基が好ましく、該脂肪族炭化水素基の炭素数は、１～
８が好ましく、より好ましくは２～６である。
【００８０】
　上記π電子共役単位（Ａ）が、上記式（Ｂ１）～（Ｂ１０）で表される単位であるとき
、下記式の化合物が例示できる。
【００８１】
【化２３】

【００８２】
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【化２４】

【００８３】
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【化２５】

【００８４】
　［ベンゼン環が縮環構造の一部の場合］
　上記ベンゼン環が縮環構造の一部である場合の単位としては、例えば、下記式（Ｃ１）
～（Ｃ１４）に示す単位が挙げられる。但し、縮環中の２つ以上のベンゼン環が－ＣＯ－
、－ＳＯ2－、又は－ＣＦ2－で連結している構造を有する単位を除く。
【００８５】
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【化２６】

【００８６】
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　［式中、環Ａはベンゼン環を示し、環Ｂはベンゼン環又は６員の芳香族性複素環を示し
、環Ｃは５員の芳香族性複素環を示す。
　Ｒ3は炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基を示す。
　環Ａ又は環Ｂで表される１つ又は２つ以上のベンゼン環に、３位及び６位にＣＦ3基を
有するカルバゾール基（３，６－ＣＦ3－カルバゾール基）が結合しており、環Ａ、環Ｂ
、及び環Ｃの少なくとも１つに前記電子吸引性基（Ｅ）が結合している。
　環Ａ、環Ｂ、及び環Ｃには脂肪族炭化水素基が結合していてもよい。］
【００８７】
　上記６員の芳香族性複素環としては、例えば、下記式で表される含窒素芳香族性複素環
等が挙げられる。
【００８８】
【化２７】

【００８９】
　上記５員の芳香族性複素環としては、例えば、下記式で表される含窒素芳香族性複素環
、含硫黄芳香族性複素環、含酸素芳香族性複素環等が挙げられる。
【００９０】
【化２８】

【００９１】
　上記脂肪族炭化水素基はアルキル基が好ましく、該脂肪族炭化水素基の炭素数は、１～
８が好ましく、より好ましくは２～６である。
【００９２】
　上記π電子共役単位（Ａ）が、上記式（Ｃ１）～（Ｃ１４）で表される単位であるとき
、下記式の化合物が例示できる。なお、下記式中、Ｅａは、水素原子、脂肪族炭化水素基
、又は前記電子吸引性基（Ｅ）のいずれかを示し、少なくとも１つは該電子吸引性基（Ｅ
）である。全てのＥａが電子吸引性基（Ｅ）であることが好ましく、該電子吸引性基（Ｅ
）としてはフッ素原子、ニトリル基、トリフルオロメチル基が好ましい。
【００９３】
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【００９４】
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【００９５】
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【化３１】

【００９６】
　本発明の化合物の分子量は、例えば、上記化合物を含む有機層を蒸着法によって製膜し
て利用することを意図する場合には、２０００以下が好ましく、１５００以下がより好ま
しく、１０００以下がさらに好ましく、８００以下がさらにより好ましい。分子量の下限
値は、通常、２４７以上であり、好ましくは２９０以上である。上記化合物は、分子量に
かかわらず塗布法で製膜してもよい。塗布法を用いれば、分子量が２０００を超える比較
的大きな化合物であっても成膜することが可能である。
【００９７】
　［合成方法］
　本発明の化合物は新規化合物である。
【００９８】
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　本発明の化合物の合成法は特に制限されず、既知の合成法や条件を適宜組み合わせるこ
とによって上記化合物を合成できる。
【００９９】
　本発明の化合物は、例えば、３，６－ジトリフルオロメチルカルバゾールとフッ化物を
反応させることによって合成できる。具体的な反応条件等については後述の合成例を参考
にできる。
【０１００】
　［有機発光素子］
　本発明の化合物は、有機発光素子の発光材料として用いたときに、発光効率を高めると
共に、光安定性を向上できる。また、本発明の化合物は、上記のカルバゾール基における
ＣＦ3基の置換位置が３位及び６位であることにより、カルバゾール基がＣＦ3基で置換さ
れていないベンゼン誘導体と同等の高い励起状態の安定性を有する。このため、本発明の
化合物を発光層の発光材料に用いた有機発光素子は、極めて高い耐候性（耐光性）を有し
、屋外で使用した場合でも良好な光安定性を維持できる。
【０１０１】
　本発明の化合物を、例えば、有機発光素子を構成する発光層の発光材料として用いるこ
とによって、有機フォトルミネッセンス素子（有機ＰＬ素子）や有機ＥＬ素子などの優れ
た有機発光素子を提供できる。
【０１０２】
　上記有機ＰＬ素子は、基板上に少なくとも発光層を形成した構造を有する。一方、上記
有機ＥＬ素子は、少なくとも陽極、陰極、および陽極と陰極の間に有機層を形成した構造
を有する。上記有機層は、少なくとも発光層を含むものであり、発光層のみからなるもの
であってもよいし、発光層の他に１層以上の有機層を有するものであってもよい。そのよ
うな他の有機層として、正孔輸送層、正孔注入層、電子阻止層、正孔阻止層、電子注入層
、電子輸送層、励起子阻止層などを挙げることができる。正孔輸送層は正孔注入機能を有
した正孔注入輸送層でもよく、電子輸送層は電子注入機能を有した電子注入輸送層でもよ
い。具体的な有機ＥＬ素子の構造例を図１に示す。図１において、１は基板、２は陽極、
３は正孔注入層、４は正孔輸送層、５は発光層、６は電子輸送層、７は陰極を表わす。
【０１０３】
　以下、有機ＥＬ素子の各部材および各層について説明する。なお、基板と発光層の説明
は有機ＰＬ素子の基板と発光層にも該当する。
【０１０４】
　（基板）
　本発明の有機ＥＬ素子は、基板に支持されていることが好ましい。基板の種類は特に制
限されず、従来から有機ＥＬ素子に慣用されているものであればよく、例えば、ガラス、
透明プラスチック、石英、シリコンなどからなるものを用いることができる。
【０１０５】
　（陽極）
　有機ＥＬ素子における陽極としては、仕事関数の大きい（例えば、４ｅＶ以上）金属、
合金、電気伝導性化合物およびこれらの混合物を電極材料とするものを好ましく用いるこ
とができる。
【０１０６】
　陽極に用いる電極材料の具体例としては、Ａｕ等の金属、ＣｕＩ、酸化インジウムスズ
（ＩＴＯ）、ＳｎＯ2、ＺｎＯ等の導電性透明材料が挙げられる。また、ＩＤＩＸＯ（Ｉ
ｎ2Ｏ3－ＺｎＯ）等非晶質で透明導電膜を作製可能な材料を用いてもよい。陽極はこれら
の電極材料を蒸着やスパッタリング等の方法により、薄膜を形成させ、フォトリソグラフ
ィー法で所望の形状のパターンを形成してもよく、あるいはパターン精度をあまり必要と
しない場合は（例えば、１００μｍ以上程度）、上記電極材料の蒸着やスパッタリング時
に所望の形状のマスクを介してパターンを形成してもよい。あるいは、有機導電性化合物
のように塗布可能な材料を用いる場合には、印刷方式、コーティング方式等湿式成膜法を
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用いることもできる。この陽極より発光を取り出す場合には、透過率を１０％より大きく
することが望ましく、また陽極としてのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましい。さらに
陽極の膜厚は材料にもよるが、通常、１０～１０００ｎｍ、好ましくは１０～２００ｎｍ
の範囲で選ばれる。
【０１０７】
　（陰極）
　有機ＥＬ素子における陰極としては、仕事関数の小さい（例えば、４ｅＶ以下）金属（
電子注入性金属と称することがある。）、合金、電気伝導性化合物およびこれらの混合物
を電極材料とするものを用いることができる。
【０１０８】
　陰極に用いる電極材料の具体例としては、ナトリウム、ナトリウム－カリウム合金、マ
グネシウム、リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウ
ム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミ
ニウム（Ａｌ2Ｏ3）混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希土類金属等
が挙げられる。これらの中で、電子注入性および酸化等に対する耐久性の点から、電子注
入性金属とこれより仕事関数の値が大きく安定な金属である第二金属との混合物、例えば
、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジ
ウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ2Ｏ3）混合物、リチウム／アルミニ
ウム混合物、アルミニウム等が好適である。陰極はこれらの電極材料を蒸着やスパッタリ
ング等の方法により薄膜を形成させることにより、作製することができる。また、陰極と
してのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましく、膜厚は通常１０ｎｍ～５μｍ、好ましく
は５０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。なお、発光した光を透過させるため、有機ＥＬ素
子の陽極または陰極のいずれか一方が、透明または半透明であれば発光輝度が向上し、好
都合である。
【０１０９】
　また、陽極の説明で挙げた導電性透明材料を陰極に用いることで、透明または半透明の
陰極を作製することができ、これを応用することで陽極と陰極の両方が透過性を有する素
子を作製できる。
【０１１０】
　（発光層）
　発光層は、陽極および陰極のそれぞれから注入された正孔および電子が再結合すること
により励起子が生成した後、発光する層である。
【０１１１】
　発光層には、発光材料を単独で用いても良く、発光材料としては、本発明の化合物を用
いることができる。
【０１１２】
　本発明の有機ＥＬ素子および有機ＰＬ素子が高い発光効率を発現するためには、発光材
料に生成した一重項励起子および三重項励起子を、発光材料中に閉じ込めることが重要で
ある。従って、発光層には、発光材料に加えてホスト材料を用いることが好ましい。
【０１１３】
　上記ホスト材料としては、励起一重項エネルギー、励起三重項エネルギーの少なくとも
何れか一方が本発明の化合物よりも高い値を有する有機化合物を用いることができる。そ
の結果、本発明の化合物に生成した一重項励起子および三重項励起子を、本発明の化合物
の分子中に閉じ込めることが可能となり、その発光効率を充分に引き出すことが可能とな
る。もっとも、一重項励起子および三重項励起子を充分に閉じ込めることができなくても
、高い発光効率を得ることが可能な場合もあるため、高い発光効率を実現しうるホスト材
料であれば特に制約なく本発明に用いることができる。
【０１１４】
　本発明の有機ＥＬ素子または有機発光素子において、発光は、発光層に含まれる発光材
料から生じる。この発光は、蛍光発光および遅延蛍光発光の両方を含む。但し、発光の一
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部或いは部分的にホスト材料からの発光があってもかまわない。
【０１１５】
　上記ホスト材料を用いる場合、発光材料である本発明の化合物が発光層中に含有される
量は０．１質量％以上が好ましく、１質量％以上がより好ましく、また、５０質量％以下
が好ましく、２０質量％以下がより好ましく、１０質量％以下がさらに好ましい。
【０１１６】
　発光層におけるホスト材料としては、正孔輸送能、電子輸送能を有し、かつ発光の長波
長化を防ぎ、なおかつ高いガラス転移温度を有する有機化合物であることが好ましい。
【０１１７】
　（注入層）
　注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層間に必要に応じて設け
られる層である。
【０１１８】
　注入層としては、正孔注入層と電子注入層があり、陽極と発光層または正孔輸送層の間
、および陰極と発光層または電子輸送層との間に存在させてもよい。正孔注入材料および
電子注入材料については後述する。
【０１１９】
　（阻止層）
　阻止層は、発光層中に存在する電荷（電子もしくは正孔）および／または励起子が発光
層外へ拡散することを阻止できる層である。
【０１２０】
　上記発光層中に存在する電荷（電子もしくは正孔）が発光層外へ拡散することを阻止で
きる層（電子阻止層もしくは正孔阻止層）のうち、電子阻止層は、発光層および正孔輸送
層の間に配置されることができ、電子が正孔輸送層の方に向かって発光層を通過すること
を阻止する層である。正孔阻止層は、発光層および電子輸送層の間に配置されることがで
き、正孔が電子輸送層の方に向かって発光層を通過することを阻止する層である。
【０１２１】
　また、阻止層は、励起子が発光層の外側に拡散することを阻止するために用いることが
できる。即ち、電子阻止層および正孔阻止層は、それぞれ励起子阻止層としての機能も兼
ね備えることができる。本明細書でいう電子阻止層または励起子阻止層は、一つの層で電
子阻止層および励起子阻止層の機能を有する層を含む意味で使用される。
【０１２２】
　（電子阻止層）
　電子阻止層とは、広い意味では正孔を輸送する機能を有する。電子阻止層は正孔を輸送
しつつ、電子が正孔輸送層へ到達することを阻止する役割があり、これにより発光層中で
電子と正孔が再結合する確率を向上させることができる。電子阻止層の材料については後
述する。
【０１２３】
　（正孔阻止層）
　正孔阻止層とは、広い意味では電子を輸送する機能を有する。正孔阻止層は電子を輸送
しつつ、正孔が電子輸送層へ到達することを阻止する役割があり、これにより発光層中で
電子と正孔が再結合する確率を向上させることができる。正孔阻止層の材料としては、後
述する電子輸送層の材料を必要に応じて用いることができる。
【０１２４】
　（励起子阻止層）
　励起子阻止層とは、発光層内で正孔と電子が再結合することにより生じた励起子が電荷
輸送層に拡散することを阻止するための層であり、本層の挿入により励起子を効率的に発
光層内に閉じ込めることが可能となり、素子の発光効率を向上させることができる。
【０１２５】
　上記励起子阻止層は、発光層に隣接して陽極側、陰極側のいずれにも挿入することがで
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き、両方同時に挿入することも可能である。すなわち、励起子阻止層を陽極側に有する場
合は、陽極と発光層の間に、発光層に隣接して該層を挿入することができ、励起子阻止層
を陰極側に有する場合は、発光層と陰極との間に、発光層に隣接して該層を挿入すること
ができる。
【０１２６】
　また、陽極と、発光層の陽極側に隣接する励起子阻止層との間には、正孔注入層や電子
阻止層などを有することができる。
【０１２７】
　陰極と、発光層の陰極側に隣接する励起子阻止層との間には、電子注入層、電子輸送層
、正孔阻止層などを有することができる。
【０１２８】
　阻止層を配置する場合、阻止層として用いる材料の励起一重項エネルギーおよび励起三
重項エネルギーの少なくともいずれか一方は、発光材料の励起一重項エネルギーおよび励
起三重項エネルギーよりも高いことが好ましい。
【０１２９】
　（正孔輸送層）
　正孔輸送層は、正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料からなり、正孔輸送層は単層
または複数層設けることができる。
【０１３０】
　正孔輸送材料としては、正孔の注入または輸送、電子の障壁性のいずれかを有するもの
であり、有機物、無機物のいずれであってもよい。
【０１３１】
　正孔輸送材料としては公知の材料を用いることができ、例えば、トリアゾール誘導体、
オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、カルバゾール誘導体、インドロカルバゾ
ール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン誘導体およびピラゾロン誘導体、
フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、アミノ置換カルコン誘導体、オキサ
ゾール誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、ヒドラゾン誘導体、
スチルベン誘導体、シラザン誘導体、アニリン系共重合体、また導電性高分子オリゴマー
、特にチオフェンオリゴマー等が挙げられるが、ポルフィリン化合物、芳香族第３級アミ
ン化合物およびスチリルアミン化合物を用いることが好ましく、芳香族第３級アミン化合
物を用いることがより好ましい。
【０１３２】
　（電子輸送層）
　電子輸送層とは、電子を輸送する機能を有する電子輸送材料からなり、電子輸送層は単
層または複数層設けることができる。
【０１３３】
　電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる場合もある）としては、陰極より注入された電子
を発光層に伝達する機能を有していればよい。
【０１３４】
　電子輸送材料としては、例えば、ニトロ置換フルオレン誘導体、ジフェニルキノン誘導
体、チオピランジオキシド誘導体、カルボジイミド、フレオレニリデンメタン誘導体、ア
ントラキノジメタンおよびアントロン誘導体、オキサジアゾール誘導体等が挙げられる。
さらに、上記オキサジアゾール誘導体において、オキサジアゾール環の酸素原子を硫黄原
子に置換したチアジアゾール誘導体、電子吸引基として知られているキノキサリン環を有
するキノキサリン誘導体も、電子輸送材料として用いることができる。さらにこれらの材
料を高分子鎖に導入した、またはこれらの材料を高分子の主鎖とした高分子材料を用いる
こともできる。
【０１３５】
　有機ＥＬ素子を作製する際には、本発明の化合物を、発光層に用いるだけでなく、発光
層以外の層に用いてもよい。即ち、本発明の化合物は、例えば、上記の注入層、阻止層、
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正孔阻止層、電子阻止層、励起子阻止層、正孔輸送層、電子輸送層などに用いてもよい。
その際、発光層に用いる化合物と、発光層以外の層に用いる化合物は、同一であっても異
なっていてもよい。これらの層の製膜方法は特に限定されず、ドライプロセス、ウェット
プロセスのどちらも採用できる。
【０１３６】
　以下、有機ＥＬ素子に用いることができる好ましい材料を具体的に例示する。但し、本
発明において用いることができる材料は、以下の例示化合物によって限定的に解釈される
ことはない。また、特定の機能を有する材料として例示した化合物であっても、その他の
機能を有する材料として転用することも可能である。なお、以下の例示化合物の構造式に
おけるＲ、Ｒ1～Ｒ7は、各々独立に水素原子または置換基を表す。Ｌは、芳香環を表す。
ｎは３～５の整数を表す。
【０１３７】
　まず、発光層のホスト材料としても用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【０１３８】

【化３２】

【０１３９】
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【化３３】

【０１４０】
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【化３４】

【０１４１】
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【０１４２】
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【０１４３】
　次に、正孔注入材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【０１４４】
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【化３７】

【０１４５】
　次に、電子注入材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【０１４６】
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【化３８】

【０１４７】
　次に、正孔阻止材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【０１４８】
【化３９】

【０１４９】
　次に、電子阻止材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。



(44) JP 2019-85401 A 2019.6.6

10

20

30

【０１５０】
【化４０】

【０１５１】
　次に、正孔輸送材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【０１５２】
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【０１５３】
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【０１５４】
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【０１５５】
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【０１５６】
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【０１５７】
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【化４６】

【０１５８】
　次に、電子輸送材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【０１５９】
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【０１６０】
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【０１６１】
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【０１６２】
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【化５０】

【０１６３】
　さらに添加可能な材料として好ましい化合物例を挙げる。下記化合物を、例えば、安定
化材料として添加すること等が考えられる。
【０１６４】

【化５１】

【０１６５】
　上述した方法によって作製した有機ＥＬ素子は、素子の陽極と陰極の間に電界を印加す
ることによって発光する。このとき、励起一重項エネルギーによる発光であれば、そのエ
ネルギーレベルに応じた波長の光が、蛍光発光および遅延蛍光発光として確認される。ま
た、励起三重項エネルギーによる発光であれば、そのエネルギーレベルに応じた波長の光
が、りん光として確認される。通常の蛍光発光は、遅延蛍光発光よりも蛍光寿命が短いた
め、発光寿命は蛍光と遅延蛍光で区別できる。一方、りん光については、本発明の化合物
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が短く直ちに失活するため、室温では殆ど観測できない。通常の有機化合物の励起三重項
エネルギーを測定するためには、極低温の条件での発光を観測することによって測定可能
である。
【０１６６】
　本発明の有機ＥＬ素子は、単一の素子、アレイ状に配置された構造からなる素子、陽極
と陰極がＸ－Ｙマトリックス状に配置された構造からなる素子のいずれにおいても適用で
きる。
【０１６７】
　本発明によれば、発光層に本発明の化合物を含有させることにより、発光効率が大きく
改善された有機発光素子が得られる。本発明の有機ＥＬ素子などの有機発光素子は、さら
に様々な用途へ応用できる。例えば、本発明の有機ＥＬ素子を用いて、有機ＥＬ表示装置
を製造できる。詳細については、時任静士、安達千波矢、村田英幸共著「有機ＥＬディス
プレイ」（オーム社）を参照できる。また、本発明の有機ＥＬ素子は、特に需要が大きい
有機ＥＬ照明やバックライトにも応用できる。
【実施例】
【０１６８】
　以下に合成例および実施例を挙げて本発明の特徴をさらに具体的に説明する。以下に示
す材料、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適宜変更することがで
きる。従って、本発明の範囲は、以下に示す具体例により限定的に解釈されるべきもので
はない。
【０１６９】
　なお、発光スペクトルの測定は、蛍光分光光度計（堀場製作所製のＦｌｕｏｒｏＭａｘ
－４）を用いて行った。発光特性の評価は、分光計（浜松ホトニクス製のＰＭＡ－１２）
、小型蛍光寿命測定装置（浜松ホトニクス製のＱｕａｎｔａｕｒｕｓ－Ｔａｕ「Ｃ１１３
６７－２１」）、絶対ＰＬ量子収率測定装置（浜松ホトニクス製のＱｕａｎｔａｕｒｕｓ
－ＱＹ「Ｃ１１３４７－０１」）を用いて行った。耐光性の評価は、キセノン光源（朝日
分光製のＭＡＸ－３０３）と３００～４００ｎｍの透過フィルターを組み合わせて行った
。
【０１７０】
　（化合物１の合成）
　２００ｍＬナスフラスコに、水素化ナトリウム（６０質量％、３３６ｍｇ）を入れ、ヘ
キサンで洗浄した。次に、テトラヒドロフラン（７０ｍＬ）、３，６－ジトリフルオロメ
チルカルバゾール（２．１２ｇ）を加え、室温で１時間撹拌した後、テトラフルオロイソ
フタロニトリル（３０８ｍｇ）を加え、さらに室温で１３時間撹拌した。次に、水（５０
ｍＬ）を加え、析出物をろ取した。ろ取物を、シリカゲルカラムクロマトグラフィーに供
して精製し、下記式で示される化合物１（２．０ｇ、収率９４％）を得た。化合物１のＤ
ＭＳＯ－ｄ６溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを図２に示す。
【０１７１】
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【０１７２】
　（化合物２の合成）
　２００ｍＬナスフラスコに、水素化ナトリウム（６０質量％、３３６ｍｇ）を入れ、ヘ
キサンで洗浄した。次に、テトラヒドロフラン（７０ｍＬ）、３，６－ジトリフルオロメ
チルカルバゾール（２．１２ｇ）を加え、室温で１時間撹拌した後、テトラフルオロテレ
フタロニトリル（３０８ｍｇ）を加え、さらに室温で１８時間撹拌した。次に、水（５０
ｍＬ）を加え、析出物をろ取した。ろ取物を、シリカゲルカラムクロマトグラフィーに供
して精製し、下記式で示される化合物２（２．０ｇ、収率９４％）を得た。化合物２の重
アセトン溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを図３に示す。
【０１７３】
【化５３】

【０１７４】
　（化合物３の合成）
　２００ｍＬナスフラスコに、炭酸セシウム（２．４５ｇ）、３，６－ジトリフルオロメ
チルカルバゾール（１．５２ｇ）、パーフルオロ－ｐ－キシレン（２８６ｍｇ）、ＤＭＳ
Ｏ（４０ｍＬ）を入れ、室温で１２時間撹拌した。次に、水（２０ｍＬ）を加え、析出物
をろ取した。ろ取物を、シリカゲルカラムクロマトグラフィーに供して精製し、下記式で
示される化合物３（１．１６ｇ、収率８２％）を得た。化合物３の重アセトン溶液の1Ｈ
－ＮＭＲスペクトルを図４に示す。
【０１７５】
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【化５４】

【０１７６】
　（化合物４の合成）
　２００ｍＬナスフラスコに、水素化ナトリウム（６０質量％、２４０ｍｇ）を入れ、ヘ
キサンで洗浄した。次に、テトラヒドロフラン（４０ｍＬ）、３，６－ジトリフルオロメ
チルカルバゾール（１．５２ｇ）を加え、室温で１時間撹拌した後、ペンタフルオロベン
ゾニトリル（１７４ｍｇ）を加え、さらに室温で２２時間撹拌した。次に、水（５０ｍＬ
）を加え、析出物をろ取した。ろ取物を、シリカゲルカラムクロマトグラフィーに供して
精製し、下記式で示される化合物４（９５０ｍｇ、収率６６％）を得た。化合物４のアセ
トン－ｄ６溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを図５に示す。
【０１７７】

【化５５】

【０１７８】
　（化合物５の合成）
　５０ｍＬナスフラスコに、水素化ナトリウム（６０質量％、９６ｍｇ）を入れ、ヘキサ
ンで洗浄した。次に、テトラヒドロフラン（１６ｍＬ）、３，６－ジトリフルオロメチル
カルバゾール（６０６ｍｇ）を加え、室温で１時間撹拌した後、２，３，５，６－テトラ
フルオロベンゾニトリル（７０ｍｇ）を加え、さらに室温で１７時間撹拌した。次に、水
（１０ｍＬ）、クロロホルム（３ｍL）を加え、析出物をろ取した。ろ取物を、シリカゲ
ルカラムクロマトグラフィーに供して精製し、下記式で示される化合物５（３５０ｍｇ、
収率６７％）を得た。化合物５のアセトン－ｄ６溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを図６に
示す。
【０１７９】
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【化５６】

【０１８０】
　（化合物６の合成）
　５０ｍＬナスフラスコに、水素化ナトリウム（６０質量％、９６ｍｇ）を入れ、ヘキサ
ンで洗浄した。次に、テトラヒドロフラン（１０ｍＬ）、３，６－ジトリフルオロメチル
カルバゾール（６０６ｍｇ）を加え、室温で１時間撹拌した後、４，５－ジフルオロフタ
ロニトリル（１４８ｍｇ）を加え、さらに室温で３８時間撹拌した。次に、水（１０ｍＬ
）を加え、析出物をろ取した。ろ取物を、シリカゲルカラムクロマトグラフィーに供して
精製し、下記式で示される化合物６（６００ｍｇ、収率９１％）を得た。化合物６のＤＭ
ＳＯ－ｄ６溶液の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを図７に示す。
【０１８１】

【化５７】

【０１８２】
　（比較化合物１～３の合成）
　比較化合物１として下記式に示されるＲが水素原子の化合物、比較化合物２として下記
式に示されるＲがｔ－Ｂｕの化合物、比較化合物３として下記式に示されるＲがＣＮの化
合物、をそれぞれ製造した。詳細には、３，６－ジトリフルオロメチルカルバゾールの代
わりに、比較化合物１ではカルバゾールを用い、比較化合物２では３，６－ビス(ｔ－ブ
チル)カルバゾールを用い、比較化合物３では３，６－ジシアノカルバゾールを用いる以
外は、上記化合物１と同じ条件で比較化合物１～３を製造した。
【０１８３】



(59) JP 2019-85401 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

【化５８】

【０１８４】
　（比較化合物４の合成）
　比較化合物４として、下記式で示される化合物を製造した。詳細には、３，６－ジトリ
フルオロメチルカルバゾールの代わりに、カルバゾールを用いる以外は、上記化合物２と
同じ条件で比較化合物４を製造した。
【０１８５】

【化５９】

【０１８６】
　（比較化合物５の合成）
　比較化合物５として、下記式で示される化合物を製造した。詳細には、３，６－ジトリ
フルオロメチルカルバゾールの代わりにカルバゾールを用い、テトラフルオロテレフタロ
ニトリルの代わりにパーフルオロパラキシレンを用いる以外は、上記化合物３と同じ条件
で比較化合物５を製造した。
【０１８７】
【化６０】

【０１８８】
　（比較化合物６の合成）
　比較化合物６として、下記式で示される化合物を製造した。詳細には、３，６－ジトリ
フルオロメチルカルバゾールの代わりに、カルバゾールを用いる以外は、上記化合物４と
同じ条件で比較化合物６を製造した。
【０１８９】
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【化６１】

【０１９０】
　（比較化合物７の合成）
　比較化合物７として、下記式で示される化合物を製造した。詳細には、３，６－ジトリ
フルオロメチルカルバゾールの代わりに、カルバゾールを用いる以外は、上記化合物５と
同じ条件で比較化合物７を製造した。
【０１９１】

【化６２】

【０１９２】
　（比較化合物８の合成）
　比較化合物８として、下記式で示される化合物を製造した。詳細には、３，６－ジトリ
フルオロメチルカルバゾールの代わりに、カルバゾールを用いる以外は、上記化合物６と
同じ条件で比較化合物８を製造した。
【０１９３】

【化６３】

 
【０１９４】
　［有機ＥＬ素子の製造、発光特性の評価］
【０１９５】
　（実施例１）
　Ａｒ雰囲気のグローブボックス中で、化合物１のトルエン溶液および化合物１のアセト
ン溶液を調製し、溶媒効果を評価した。濃度は、いずれも１０-5ｍｏｌ／Ｌとした。
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【０１９６】
　また、１０-5Ｐａオーダーの真空度にて石英基板上に、化合物１の薄膜（単独膜）を１
００ｎｍの厚さで蒸着し、有機ＥＬ素子を製造した。
【０１９７】
　また、１０-5Ｐａオーダーの真空度にて石英基板上に、化合物１と２，８－Ｂｉｓ（ｄ
ｉｐｈｅｎｙｌｐｈｏｓｐｈｏｒｙｌ）ｄｉｂｅｎｚｏ［ｂ，ｄ］ｔｈｉｏｐｈｅｎｅ（
ＰＰＴ）との薄膜（ドープ膜）を１００ｎｍの厚さで蒸着し、有機ＥＬ素子を製造した。
化合物１とＰＰＴは、異なる蒸着源から蒸着させた。ドープ膜における化合物１の濃度は
１０質量％とした。同様に、ドープ膜における化合物１の濃度を、５質量％、２５質量％
、５０質量％に変えて、有機ＥＬ素子を製造した。
【０１９８】
　また、１０-5Ｐａオーダーの真空度にて石英基板上に、化合物１の薄膜を１００ｎｍの
厚さで蒸着し、グローブボックス中にてその薄膜をガラスおよびＵＶ硬化樹脂で封止し、
封止素子を製造した。
【０１９９】
　（実施例２）
　化合物１の代わりに化合物２を用いること以外は、実施例１と同様にして、化合物２の
トルエン溶液、化合物２の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、化合物２とＰＰＴとの
薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、および化合物２の薄膜を有する封止素子を製造
した。ドープ膜における化合物２の濃度は、１０質量％、２５質量％、５０質量％とした
。なお、化合物２は、アセトンに不溶であった。
【０２００】
　（実施例３）
　化合物１の代わりに化合物３を用いること以外は、実施例１と同様にして、化合物３の
トルエン溶液、化合物３のアセトン溶液、化合物３の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素
子、および化合物３とＰＰＴとの薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、を製造した。
ドープ膜における化合物３の濃度は１０質量％のみとした。なお、化合物３の薄膜を有す
る封止素子は製造せず、光安定性については評価しなかった。
【０２０１】
　（実施例４）
　化合物１の代わりに化合物４を用いること以外は、実施例１と同様にして、化合物４の
トルエン溶液、化合物４の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、化合物４とＰＰＴとの
薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、および化合物４の薄膜を有する封止素子を製造
した。ドープ膜における化合物４の濃度は１０質量％のみとした。なお、化合物４につい
ては、発光効率（ＰＬＱＹ）は評価しなかった。また、化合物４のアセトン溶液は製造し
なかった。
【０２０２】
　（実施例５）
　化合物１の代わりに化合物５を用いること以外は、実施例１と同様にして、化合物５の
トルエン溶液、化合物５の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、化合物５とＰＰＴとの
薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、および化合物５の薄膜を有する封止素子を製造
した。ドープ膜における化合物５の濃度は１０質量％のみとした。なお、化合物５につい
ては、発光効率（ＰＬＱＹ）は評価しなかった。また、化合物５のアセトン溶液は製造し
なかった。
【０２０３】
　（実施例６）
　化合物１の代わりに化合物６を用いること以外は、実施例１と同様にして、化合物６の
薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、化合物６とＰＰＴとの薄膜（ドープ膜）を有する
有機ＥＬ素子、および化合物６の薄膜を有する封止素子を製造した。ドープ膜における化
合物６の濃度は１０質量％のみとした。なお、化合物６については、発光効率（ＰＬＱＹ



(62) JP 2019-85401 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

）は評価しなかった。また、化合物６のトルエン溶液、および化合物６のアセトン溶液は
製造しなかった。
【０２０４】
　（比較例１、２）
　化合物１の代わりに比較化合物１または２を用いること以外は、実施例１と同様にして
、比較化合物１または２のトルエン溶液、比較化合物１または２のアセトン溶液、比較化
合物１または２の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、比較化合物１または２とＰＰＴ
との薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、および比較化合物１または２の薄膜を有す
る封止素子を製造した。ドープ膜における比較化合物１の濃度は、５質量％、１０質量％
、２５質量％、５０質量％とした。ドープ膜における比較化合物２の濃度は、１０質量％
、５０質量％とした。
【０２０５】
　（比較例３）
　化合物１の代わりに比較化合物３を用いること以外は、実施例１と同様にして、比較化
合物３の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、比較化合物３とＰＰＴとの薄膜（ドープ
膜）を有する有機ＥＬ素子、および比較化合物３の薄膜を有する封止素子を製造した。ド
ープ膜における比較化合物３の濃度は、５質量％、１０質量％、２５質量％、５０質量％
とした。なお、比較化合物３については、比較化合物３のトルエン溶液、比較化合物３の
アセトン溶液は製造せず、溶媒効果は評価しなかった。
【０２０６】
　（比較例４）
　化合物１の代わりに比較化合物４を用いること以外は、実施例１と同様にして、比較化
合物４のトルエン溶液、比較化合物４の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、比較化合
物４とＰＰＴとの薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、および比較化合物４の薄膜を
有する封止素子を製造した。ドープ膜における比較化合物４の濃度は、５質量％、１０質
量％、２５質量％、５０質量％とした。なお、比較化合物４は、アセトンに不溶であった
。
【０２０７】
　（比較例５）
　化合物１の代わりに比較化合物５を用いること以外は、実施例１と同様にして、比較化
合物５のトルエン溶液、比較化合物５のアセトン溶液、比較化合物５の薄膜（単独膜）を
有する有機ＥＬ素子、および比較化合物５とＰＰＴとの薄膜（ドープ膜）を有する有機Ｅ
Ｌ素子、を製造した。ドープ膜における比較化合物５の濃度は、５質量％、１０質量％、
２５質量％、５０質量％とした。なお、比較化合物５の薄膜を有する封止素子は製造せず
、光安定性は評価しなかった。
【０２０８】
　（比較例６）
　化合物１の代わりに比較化合物６を用いること以外は、実施例１と同様にして、比較化
合物６のトルエン溶液、化合物６の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、比較化合物６
とＰＰＴとの薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、および比較化合物６の薄膜を有す
る封止素子を製造した。ドープ膜における比較化合物６の濃度は１０質量％のみとした。
なお、比較化合物６のアセトン溶液は製造しなかった。
【０２０９】
　（比較例７）
　化合物１の代わりに比較化合物７を用いること以外は、実施例１と同様にして、比較化
合物７のトルエン溶液、化合物６の薄膜（単独膜）を有する有機ＥＬ素子、比較化合物７
とＰＰＴとの薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、および比較化合物７の薄膜を有す
る封止素子を製造した。ドープ膜における比較化合物７の濃度は１０質量％のみとした。
なお、比較化合物７のアセトン溶液は製造しなかった。
【０２１０】
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　（比較例８）
　化合物１の代わりに比較化合物８を用いること以外は、実施例１と同様にして、比較化
合物８とＰＰＴとの薄膜（ドープ膜）を有する有機ＥＬ素子、および比較化合物８の薄膜
を有する封止素子を製造した。ドープ膜における比較化合物８の濃度は１０質量％のみと
した。なお、比較化合物８については、発光効率（ＰＬＱＹ）は評価しなかった。また、
比較化合物８のトルエン溶液、比較化合物８のアセトン溶液、および比較化合物８の薄膜
（単独膜）を有する有機ＥＬ素子は製造しなかった。
【０２１１】
　（発光特性の評価）
　各実施例および各比較例で得られたトルエン溶液、アセトン溶液、単独膜およびドープ
膜に、励起光を照射し、発光スペクトルを測定し、励起光による発光極大波長（λmax）
を求めた。また、フォトルミネッセンス量子収率（以下、ＰＬ量子収率またはＰＬＱＹと
表記することがある）を求めた。
【０２１２】
　トルエン溶液およびアセトン溶液に対しては窒素バブリング後に励起光を照射した。単
独膜とドープ膜に対してはアルゴン雰囲気で励起光を照射した。照射した励起光の波長は
、トルエン溶液に対しては３４０ｎｍ、アセトン溶液に対しては３８０ｎｍ、単独膜に対
しては３４０～３６０ｎｍ、ドープ膜に対しては２８０ｎｍとした。発光極大波長（λma

x）およびＰＬＱＹを下記表１に示した。
【０２１３】
　また、測定した発光スペクトルの半値幅を算出した。算出結果を下記表１に示す。
【０２１４】
　下記表１に示した各化合物のトルエン溶液とアセトン溶液の結果について、発光極大波
長（λmax）および発光スペクトルの半値幅から明らかなように、Ｎｏ．１とＮｏ．３は
、発光極大波長（λmax）および発光スペクトルの半値幅が溶媒の種類を変えてもほぼ同
じで、Ｎｏ．１とＮｏ．３の化合物は、溶媒の影響を受けにくく、極性溶媒中においても
スペクトルシフトは起こりにくいことがわかる。一方、Ｎｏ．７、８、１１については、
発光極大波長（λmax）および発光スペクトルの半値幅が溶媒の種類を変えると大きく変
動しており、溶媒の影響を受けやすく、極性溶媒中においてスペクトルシフトが起こりや
すいことがわかる。
【０２１５】
　下記表１に示した各化合物のトルエン溶液の結果について、Ｎｏ．１とＮｏ．７、Ｎｏ
．２とＮｏ．１０をそれぞれ比較すると、カルバゾール基の３位および６位に－ＣＦ3を
結合させることにより、発光スペクトルの半値幅はほとんど変化せず、発光極大波長（λ

max）は低波長側へシフトすることが分かる。また、Ｎｏ．３とＮｏ．１１、Ｎｏ．４と
Ｎｏ．１２、Ｎｏ．５とＮｏ．１３をそれぞれ比較すると、上記Ｎｏ．１とＮｏ．７、Ｎ
ｏ．２とＮｏ．１０と同様、発光極大波長（λmax）は低波長側へシフトしたうえで、発
光スペクトルの半値幅も小さくなり、スペクトル形状がシャープになることが分かる。
【０２１６】
　下記表１に示した各化合物のトルエン溶液の結果について、ＰＬＱＹから明らかなよう
に、Ｎｏ．１とＮｏ．７、Ｎｏ．３とＮｏ．１１の結果をそれぞれ比較すると、カルバゾ
ール基の３位および６位に－ＣＦ3を結合させることによって、ＰＬＱＹを高くすること
ができ、発光効率を高められることが分かる。アセトン溶液の結果についても同様、Ｎｏ
．１とＮｏ．７、Ｎｏ．３とＮｏ．１１をそれぞれ比較すると、カルバゾール基の３位お
よび６位に－ＣＦ3を結合させることによって、ＰＬＱＹを高くすることができ、発光効
率を高められることが分かる。
【０２１７】
　下記表１に示した各化合物の単独膜およびドープ膜についても同様の傾向が読み取れる
。即ち、Ｎｏ．１とＮｏ．７、Ｎｏ．２とＮｏ．１０、Ｎｏ．３とＮｏ．１１、Ｎｏ．４
とＮｏ．１２、Ｎｏ．５とＮｏ．１３、Ｎｏ．６とＮｏ．１４をそれぞれ比較すると、カ
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ルバゾール基の３位および６位に－ＣＦ3を結合させることにより、発光スペクトルの半
値幅はほとんど変化しないか、小さくなり、発光極大波長（λmax）は低波長側へシフト
することが分かる。また、ＰＬＱＹから明らかなように、Ｎｏ．１とＮｏ．７、Ｎｏ．２
とＮｏ．１０、Ｎｏ．３とＮｏ．１１の結果をそれぞれ比較すると、カルバゾール基の３
位および６位に－ＣＦ3を結合させることによって、ＰＬＱＹを高くすることができ、発
光効率を高められることが分かる。
【０２１８】
　次に、上記化合物を用いて得られたドープ膜について、各化合物の濃度とＰＬＱＹとの
関係を図８、９に示す。図８は、化合物１、または比較化合物１～３を用いた結果を示す
グラフである。図９は、化合物２、または比較化合物４を用いた結果を示すグラフである
。
【０２１９】
　図８、９から次のように考察できる。置換基がＨの結果とＣＦ3の結果を比較すると、
カルバゾール基の３位および６位にＣＦ3基を導入することによって、ＰＬＱＹが高くな
り、発光効率を高められることが分かる。
【０２２０】
　また、図８から明らかなように、ＰＬＱＹの値は、置換基がＨの場合に比べて、置換基
としてｔｅｒｔ－ブチル基やＣＮ基を導入することによって低下するのに対し、置換基と
してＣＦ3を導入することによって向上している。よって、カルバゾール基の３位および
６位にＣＦ3基を導入することの効果は、バルキーな影響ではなく、ＣＦ3基特有の効果で
あると考えられる。
【０２２１】
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【表１】

【０２２２】
　（光安定性の評価）
　得られた封止素子に、大気下で３００～４００ｎｍのキセノン光を連続照射し、発光強
度の経時変化を測定した。キセノン光の照射を開始した直後における発光強度を１とした
とき、発光強度が０．３に減衰するまでの時間（減衰時間）を上記表１に示す。
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【０２２３】
　上記表１から明らかなように、Ｎｏ．７～９の結果を比較すると、カルバゾール基の３
位および６位にｔｅｒｔ－ブチル基やＣＮ基を導入すると、発光強度が０．３に減衰する
までの時間が短くなり、光安定性が劣化することが分かる。一方、Ｎｏ．１とＮｏ．７の
結果を比較すると、カルバゾール基の３位および６位に－ＣＦ3を結合させることによっ
て、発光強度が０．３に減衰するまでの時間を長くすることができ、光安定性を向上でき
ることが分かる。また、Ｎｏ．２とＮｏ．１０、Ｎｏ．５とＮｏ．１３についても同様に
、カルバゾール基の３位および６位に－ＣＦ3を結合させることによって、発光強度が０
．３に減衰するまでの時間を長くすることができ、光安定性を向上できることが分かる。
【産業上の利用可能性】
【０２２４】
　本発明の化合物は、有機発光素子などの発光層を構成する材料として用いることによっ
て、発光効率が高く、光安定性に優れた有機発光素子を実現できる。
【符号の説明】
【０２２５】
　１　基板
　２　陽極
　３　正孔注入層
　４　正孔輸送層
　５　発光層
　６　電子輸送層
　７　陰極

【図１】 【図２】
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【図９】
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